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　＜第 3回研究会＞

アフリカの水インフラマネジメントと農村開発

池見　真由

1. アフリカの水問題

　極度の貧困や飢餓の撲滅など，21 世紀の国
際社会の目標として，より安全で豊かな世界づ
くりへの協力を約束するミレニアム開発目標

（Millennium Development Goals: MDGs）は，2015

年にその達成期限を迎えた。一つの成果として，
世界の安全な飲み水（improved source of drinking 

water）にアクセスできていない人の割合は，
1990 年の 24% から 9% に減少したとされる（WHO/

UNICEF, 2015）。しかしこのことは言い換えると，
世界人口の 9％つまり 6.6 億人もの人が，未だ安
全な飲み水にアクセスできていないことになる。
とりわけサブサハラ・アフリカ諸国（以下アフリ
カ）におけるその割合は 75％と，依然として 4

人に 1 人しか安全な飲み水にアクセスできない状
況である（UN, 2015）。
　アフリカにおける「水」問題は、「貧困」問題
と密接に関係している。例えば，安全な水の確保
が困難であると，身体の健康や衛生管理の維持も
困難になり病気に罹り易くなる。そうなると若者
や大人の場合は働きに行けなくなり，収入を得る
機会を失うことになる。子供の場合は学校に行け
なくなり，教育を受ける機会を失うことになる。
さらに，教育水準が低いと良い仕事に就くのが難
しく，このため所得水準は低いままとなり，健康
維持のために使うお金の余裕もない状態からなか
なか抜け出せなくなる。このように水問題は，健
康や教育，経済の問題につながる負の連鎖，いわ
ゆる貧困の悪循環を形成する一つの大きな要因に
なり得るのである。
　以上のような事態は，アフリカでも特に農村

部でより深刻である（UN, 2012）。アフリカ農村
における水と衛生に関する諸問題の解決は，世
界が取り組むべき喫緊の開発課題である（Ikemi, 

2017a）。そこで本研究では，まず，安全な飲み水
の確保や，安定した水供給，水源・井戸・給水施設・
水道といったインフラの持続的な管理運営等を含
めて「水インフラマネジメント」と呼ぶことにす
る。そしてこの水インフラマネジメントが，アフ
リカの農村開発に必須であると主張する。農村開
発を通じた水供給の持続的な向上は，そこに暮ら
す人びとの健康と経済の発展の両方を実現する潜
在能力を有する（Montgomery et al, 2009）。本研
究における農村開発とは，農村住民の衛生環境の
改善や農業を主とする経済活動の改善などによっ
て，生活水準を底上げし，暮らしの質の向上と地
域の活性化を目指す開発を指す。そしてアフリカ
の農村開発とは，地域の環境や文化，人びとの慣
習や知識・知恵を取り入れながら，住民の主体的
かつ継続的な参加によって実践されるものでなく
てはならない（Ikemi, 2017b）。
　しかしながら，持続可能な水衛生対策に関する
数多くの開発プロジェクトや研究があるものの，
大きな実施効果や成功を収めた例はほとんどない
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と言われている（Haq and Cambridge, 2012）。水
と衛生に関わるプロジェクト失敗例の原因として
は，資金面などお金の問題だけでなく，仕組み・
方法の問題や，地域の社会・経済事情に対する理
解の欠如の問題である場合も指摘されている（Sou 

et al, 2015）。住民参加による実施効果の高い開発
プロジェクトの実現には，プロジェクトを提供す
る側（外部者）の知識や技術だけでなく，これら
を享受して日常生活の中で実践していく住民側の
知識や経験，慣習や価値観への理解も重要なので
ある（池見 , 2017）。
　以上を踏まえて本報告では，セネガル共和国

（République du Sénégal: 以下セネガル）を事例に，
アフリカでの水インフラマネジメントに関する国
家政策やプロジェクトの実態と成果を検証する。
そして農村開発の実践現場や開発の受益者である
地域住民の立場から，成果に隠れた問題点や残さ
れた課題を提示する。

2. 政府・開発援助の取り組み

　セネガルは，国民 1 人当たり GDP が 960 US ド
ル（162 位／世界 190 カ国中）で，アフリカ平均
1,871 US ドルの半分程の所得水準という一最貧
国である（IMF, 2016）。農村人口は 56%，貧困ラ
イン（1 日 1.90US ドル）未満人口は 38% となっ
ている（World Bank, 2011; 2016）。こうした事情
を背景にもつ同国政府は，国家の開発優先課題
として，地方の農村地域における給水施設の不足
と，重い水汲み労働負担を挙げた。そして 2005

年「水・衛生ミレニアムプログラム（Programme 

d‘Eau Potable et d’Assainissement du Millénaire: 

PEPAM）」を策定し，安全な飲み水へのアクセス
率を 64%（2004 年）から 82%（2015 年）に引き
上げることを目標とした。続く「第 2 次貧困削減
戦略文書（Documents de Stratégie pour la Réduction 

de la Pauvreté: DSRPⅡ , 2006-2010）」及び「経済
社会政策文書（Document de Politique Economique 

et Sociale: DPES, 2011-2015）」でも，都市部と農
村部の双方における安全な飲み水と衛生設備への
アクセス率向上を目指すことを強調した。結果

として，2009 年時点で安全な水へのアクセス率
は全国平均で 74% に向上したものの，農村部に
おいては 59% に留まっていた。その後，達成期
限の 2015 年時点で農村部においては 67% に上昇
したが，全国平均では 79% に留まった 1）（WHO/

UNICEF, 2015）。当初の目標値には届かなかった
ものの，国策が掲げた「安全な飲み水へのアクセ
ス率向上」の実現は，一定の成果と言える。
　我が国日本は，セネガル国家が抱える水供給
問題に対して，国際協力・開発援助の一環とし
て 30 年以上に亘る無償資金協力を行った実績が
ある。1979 年から 2012 年にかけて，国内計約
120 カ所の給水施設が日本の援助によって整備さ
れた。これはセネガル全土の同種給水施設の約
10% を占め，農村部の約 44 万人が安全な水への
アクセスを可能にした。また，技術協力プロジェ
クト「安全な水とコミュニティ活動支援計画」が
2003 年から 2006 年にかけて実施され，地方の村
落で水利用者管理組合（Association des Usagers du 

Forage: ASUFOR）の組織化を図った。水利用者
と地方自治体が水料金の徴収や積み立て，故障・
修理への対応といったノウハウを身につけ，住民
主体で給水施設を維持管理できる体制作りを指導
する技術支援も行った。当プロジェクトの成果は，
住民の組織化から給水施設の運営管理能力の構築
だけでなく，教育・保健分野や生計向上の取り組
みなど，地域の多角的なコミュニティ活動の推進
にも貢献してきた。この水利用者管理組合は現在，
セネガル政府によって法令化し，全国に普及して
いる（JICA, 2015; 日本テクノ株式会社 , 2015）。

3. 地域・住民の取り組み

　以上のような国家政策や国際協力事業の実施効
果は，果たして本当に農村部にまで浸透している
のであろうか。農村部での水インフラの改善や住
民の生活向上に，実際にどのような影響をもたら
しているのであろうか。現状をより当事者の目線・
立場から把握するため，2017 年 3 月に同国ファ
ティック州及びカオラック州に広がる農村地帯の

1）都市部においては 93% であった。
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6 つの村落で現地調査を実施した。調査方法とし
ては，各村の村長や住民組織の代表者，その他地
域住民を対象に，質問紙に基づく聞き取り調査を
行った。具体的な調査内容は，1) 井戸，水道，給
水施設の個数・深さと状態，使用状況，2) 水イン
フラの維持管理状況（誰がどのように等），3) 水
の用途（飲み水，料理，水浴び，洗濯，農業，家
畜用等），4) 水の汲み方・運び方 （誰がどのよう
に等），5) 関連する住民組織やコミュニティの活
動状況，6) その他，地域の水インフラ・保健衛生・
経済・教育など，生活全般に関する問題点やニー
ズ，などであった。
　セネガル国内 6 カ村で実施した調査結果の主な
内容として，まず井戸に関しては，個数や深さに
おいて村ごとに様々な違いが見られた。井戸の個
数は村単位で最少 1 個から最多 27 個，深さは最
も浅くて 7m から最も深くて 70m もある。井戸の
個数は人口規模にもよるが，浅い井戸ほど個数が
多い傾向であった。井戸の水汲みに関しては，ポ
リタンクを取り付けたロープを，滑車を使って手
動で引き上げる方法が一般的である。中には，人
力ではなくロバにロープをつないで歩かせて引き
上げる，井戸設置以来の伝統的手法を用いている
村もあった。水汲み労働に関しては，セネガルで
は女性と子供の仕事とされている。女性（または
女児）はポリタンクやバケツに汲んだ水を頭の上
に載せて運び，子供（男児）はロバの荷台に乗せ
て運ぶのが一般的である。水のアクセス状況に関
しては，ほとんどの世帯の敷地内に水道の蛇口が
設置されていた。これは共同体（commune）ごと
に建設された給水施設からパイプを引き，それぞ
れの共同体に属する村の各世帯が費用を負担する
ことで設置が可能になったという。こうした農村
部における各家庭への水道普及は，セネガル政府
が遂行した開発優先課題に対する政策実施の効果
と言うことができるだろう。
　ところがその一方で，水質の問題が深刻である
ことも明らかとなった。フッ素（fluor, eau salée）
の濃度が高く，どの村でも飲み水には水道水では
なく井戸水を使用していた。井戸水は，フッ素の
濃度が給水施設の水よりも低いとはいえ，衛生的

に安全とはいえないことを住民は認識している。
そこで住民は，雑菌消毒剤（Javal: 次亜塩素酸ナ
トリウム）を入れて使用している。調査を行った
ある村での聞き取りによると，高濃度のフッ素の
入った水を飲み続けると，骨や筋肉が弱くなった
り，皮膚が痛くなる症状が出ているという。また
別の村での聞き取りでは，村長の娘が久しぶりに
帰省して家の水道水を 2 日間飲み続けると，頭と
足が痛くなって歩けなくなったという。
　水インフラの維持管理状況に関しては，先述し
た水利用者管理組合が中心となり，給水施設の維
持管理や水料金の徴収，資金の運営などが住民主
体で行われている。同管理組合は，各村の代表者
が集まって組織されるもので，共同体単位で運営
されている。しかし，複数村からの聞き取り結果
より，同管理組合の取り組みがうまくいっている
例とそうではない例があることが明らかとなっ
た。うまくいっている村の例として，同村が利用
する給水施設の管理組合では，毎月利用者から徴
収する水料金で資金を貯め，逆浸透幕フィルター
の浄水器具を購入した。この浄水はポリタンク 1

杯分（20 リットル）100 CFA（約 20 円）で販売
しており 2），1 日平均 2 トンは売れるという。浄
水の販売収入は，管理組合の更なる運営資金の拡
大につながっている。一方，消費者側の観点から
は，どの家庭にも「安全な水」としての水道水は
あるが，「安全な飲み水」ではないため，飲料用
の浄水を買いに来る住民が少なくない。経済的に
あまり余裕がなくても飲み水には出費を惜しまな
いという，人びとにとっての水の重要性と家族の
健康に対する意識の表れと捉えることができる。
　うまくいっていない村の例として，以前村の代
表者として水利用者管理組合に参加していた人の
話によると，これまで何年も続いてきた同管理組
合の定期集会（毎月開催）が，ある日突然郡庁の
役人の介入により，一部のメンバーを除き他全員
はもう参加しに来なくてもよいと言われ，それ以
来集会に参加できなくなった，定期集会自体がな

2）浄水の価格は，別の共同体の給水施設では同量で 200 
CFA で販売されており，水料金自体も各管理組合が独自で
設定できることになっている。
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くなったということであった。さらに，同様のこ
とが別の村でも起きていたことが分かった。この
ことは，運営形態が住民主体，地域主体であるこ
とは守られていても，その背後で一部の人による
資金運営の独占や横領といった問題が潜在してい
ることを示すものである。
　その他にも水インフラの維持管理において，地
域住民が自主的に取り組んでいる様々なケースを
確認することができた。例えば，井戸の地面から
出ている部分の高さが低いために，子供や動物が
誤って落下する危険性を懸念している村があっ
た。実際に，家畜が井戸の中に落ちてしまう事件
もあったという。そこで住民たちは，子供の安全
を第一に考え，その井戸を砂や草木，ゴミなどを
入れて塞いで使えなくした。また別の井戸では，
水汲み用ロープを住民がお金を出し合って購入
し，井戸から最も近い家の人が管理していた。ロー
プと滑車を支える柱が壊れた際には，村の若者が
木材を拾って来て修理したという。別の村でも，
給水施設から水道を引くパイプの設置費用を，農
業収入で資金を貯めたり，足りない分は共済組合
から借りるなどして，住民たちが協力し合って出
資していた。
　米国 NPO スタッフとしてルワンダで活動して
いた人の出身村では，同 NPO の支援を得て，太
陽光発電による水供給システムを導入した野菜菜
園プロジェクトが創設された。現在も約 90 名の
住民が参加し継続的に取り組んでいる現場を視察
することができた。さらに，井戸が浅くてかつ人
口が多い村では，飲料用の水を求めて住民が井戸
水を汲みに来るものの，供給量が間に合わないと
いう水不足の問題が深刻であった。対策として村
のコミュニティは，1 世帯につきバケツ 1 杯分，
水汲み時間も朝 7 時から 10 時（または水がなく
なるまで）とルールを定めた。乾季で水が最も少
なくなる時期は，毎朝早朝から井戸の前に長蛇の
列ができ，1，2 時間待つことも多々あるという。
水汲み時間以外の時間帯は，鉄格子の蓋をして施
錠している。このように，村のコミュニティの中
で住民が協力し合いながら，自主的に井戸の管理
と水使用量の調整に努めているのである。

4. まとめ

　以上，セネガルを事例に検証した結果をまとめ
ると，第 1 に，同国政府は農村部での水道普及率
向上の達成と，開発優先課題であった「農村部に
おける給水施設不足の補強」及び「水汲み労働負
担の軽減」の達成を謳っている一方で，実態はそ
うではない深刻な現状が明らかとなった。政府が
掲げる「安全な飲み水」は，地域住民にとっては
そうではなかった。地域住民にとっての「安全な
飲み水」へのアクセスは，依然として改善されて
おらず，その飲み水は結局井戸水に頼らざるを得
ず，したがって水汲み労働負担も解消されていな
いのが現状である。逆に，水質の問題による健康
への悪影響という新たな問題も浮上している。こ
のような国策の成果と現場の実態との乖離，中央
と地方の成果の温度差や格差は，セネガルに限ら
ず多くのアフリカ諸国で存在している可能性は非
常に高い。
　一方，アフリカの農村部で水供給の拡大と水道
設置の普及が進む中で，これらの維持管理や水質
問題など直面する様々な課題に，個人や家庭ベー
スで，あるいは住民組織やコミュニティベースで
対処に取り組んでいる実態も明らかとなった。こ
のことから，地域住民が持つ適応能力や知恵，自
助努力，相互扶助といった潜在能力の可能性が大
いに示唆された。さらに，アフリカでの水インフ
ラマネジメントや農村開発の実践においては，地
域住民は決して独立または孤立している訳ではな
く，国や地方自治体，国際援助などと相互に関係
している中での「住民主体」であることをあらた
めて認識すべきである。したがって，「全てを住
民に任せる」ことや「真の自立を目指す」ことが，
必ずしも「取り組みのあるべき姿」や「持続可能
性」に結びつくわけではないという再検討も必要
であろう。
　
付記：本研究は，科学技術振興機構（JST）戦略的イ
ノベーション創造プログラム（SIP）「インフラ維持管
理・更新・マネジメント技術」（課題名：地域自律型の
次世代型・水インフラマネジメントシステムへの転換，
代表者：牛島健）の成果の一部である。本現地調査に
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おいては，Grid Free S.A の高橋正一氏，Khadim Fall 氏，
Saydouna Fall 氏，エースコンサルタンツ株式会社の佐
藤孝文氏のご協力を頂いた。記して深く感謝申し上げ
ます。
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